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新たな時代の中国会社法と外商投資企業への影響 
～第5回    会社法における少数株主の権利～                                       

弁護士法人大江橋法律事務所 

弁護士 竹 田  昌 史 

上海翰凌法律事務所 

律師   孫  宇川 

一、 はじめに 

日本企業が中国で企業に直接投資を行う場合、少額出

資に留めて少数株主となるケースは珍しくありません。

その場合、合弁パートナーである中国又は日本企業に企

業経営の主導権を委ねつつ、少数株主として自社の利益

をいかに確保するかが重要になります。中国の会社法で

も、少数株主の利益保護のための制度を設けていますが、

今年７月1日から施行される改正会社法においても、幾つ

かの改正が行われています。今回のニュースレターでは、

少数株主の利益保護という視点から解説していきます1。 

二、会社法における支配株主と少数株主 
中国の会社法では、いわゆる多数株主と少数株主では

なく、「支配株主」及び「実質的支配者」という用語を
規定し、「支配株主」及び「実質的支配者」との対比に
おいて、少数株主の利益保護のための制度を定めていま
す。そのため、少数株主か否かは、基本的には出資比率
が５０％を超えるか否かで決まりますが、例外的に、出
資額が５０％を下回わるものの出資総額の３分の１を上
回る状態にあり、株主会の決議事項の多くを株主議決権
の３分の２以上を必要とする特別決議事項にする場合に
は、必ずしも「少数株主」とはいえない場合もあります。 

1 中国の会社法上、主な企業類型として有限責任会社と株式会社の二つがありますが、
殆どの日本企業は有限責任会社であるため、本稿では、特に明記しない限り有限責任
会社を念頭に解説させていただきます。 

支配株主 実質的支配者 

内 

容 

【会社法第265条2号】 

① その出資額が有限責任会社の

資本総額の５０％以上を占め

る株主

② その保有する株式が株式会社

の株式資本総額の５０％以上

を占める株主

③ 出資額又は保有株式の比率が

５０％未満であるが、その出

資額又は保有株主により有す

る議決権が株主会又は株主総

会の決議に重大な影響を与え

るのに十分な株主

【同条3号】 

会社の株主では

ないものの、投

資関係、合意又

はその他の手段

によって会社の

行為を実質的に

支配できる者 

三、会社法における少数株主の保護 
１．株主の知る権利と少数株主の利益 
外国企業が少数株主である場合、少数株主の株主会へ

の参加や董事会への董事の派遣自体は可能であるものの、
実際の会社経営は支配株主によって主導されます。その
ため、少数株主としては、支配株主による会社経営を監
督する意味で、社内の重要な決議文書等を閲覧する権利
を持つことは非常に重要な意味を持ちます。 
旧会社法では、出資割合を問わず、株主は、会社の定

款、株主会議事録、董事会決議書、監事会決議書及び財
務会計報告を閲覧及び複製する権利が認められました。
また会社の会計帳簿については、会社側が一定の条件を
満たせば株主の閲覧要求を拒否することができるものの、
株主による会計帳簿の閲覧請求権が認められました。こ
れに対し、改正会社法では、旧会社法の内容を前提とし
つつ、更に閲覧及び複製が認められる対象として「株主
名簿」が追加され、閲覧要求ができる対象が会計帳簿の
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みならず会計帳簿の裏付けとなる「会計証憑」まで拡大
されました。更に会計帳簿や会計証憑の閲覧については
会計事務所や法律事務所に委託して実施できることが明
記されました（第５７条）。 

実務上、上記のような株主の知る権利については、合弁

契約書上では出資者の合弁会社への監査権として規定する

ことが多く、弊職らの経験上、少数株主として当該権利を

行使して董事会決議における中国側支配株主による偽造決

議を発見したこともあります。またここ数年増えている中

国現地法人の不正調査の場面では、現地法人の会計証憑類

を確認する必要性は高く、日本企業が少数株主の立場であ

りながら、コンプライアンスの見地から対象会社を調査す

る際に非常に有益であるといえます。 

２．株主会における少数株主の保護 

株主会は会社における最高権力機構として会社の重要

事項を決定する機関であり、会社法上も、資本多数決の

原則に基づき、支配株主など出資比率が高い出資者が運

営、決議する仕組みを採りつつ、少数株主の利益にも配

慮しています。 

（１）株主会の運営、決議

株主会は、定期株主会と臨時株主会があり、定期株主

会は定款の定めに従い定期的に開催されますが、臨時株

主会については、１０％以上の議決権を有する株主は臨

時株主会の開催を要求することができます（第62条）。

その場合、当該要求に対して、他の出資者や会社が臨時

株主会の提案内容や理由を審査、制限することはできま

せん。 

次に、株主会の決議事項は、過半数の議決権を代表す

る株主の賛成で決議されますが、特に会社定款の修正、

登録資本金の増加若しくは減少、会社の合併・分割・解

散、又はその他の会社形態の変更に関する決議について

は、３分の２以上の議決権を代表する株主の賛成で決議

されなければなりません（第66条）。これらの特別決議

事項の殆どは、2020年より前の外商投資法規においては

当時の社内最高権力機構と位置付けられた董事会の全会

一致事項とされていたため、2020年に外商投資法が公布

され、2025年からは全面的に会社法が適用されることが

決定した後は、多くの外商投資企業において合弁契約や

定款の修正を通じて従前の全会一致事項をそのまま株主

会に移行する動きがありました。特に会社法上は、全会

一致ではなく3分の2以上に決議割合が引き下げられてい

るため、少数株主にとっては、会社の組織を会社法に沿

って全面移行する場合、依然として注意が必要なポイン

トの一つになります。

（２）株主会決議の瑕疵と少数株主の保護

株主会が資本多数決を原則とする一方で、支配株主等

の意思に偏向して株主会の決議内容が会社の定款に違反

する場合や、株主会招集通知を少数株主に通知しないな

ど招集手続に瑕疵がある場合、株主は当該株主総会の取

り消しを主張することができます。 

株主会決議の瑕疵を主張する株主の多くは少数株主で

すが、旧会社法では決議の取り消しを主張できる期限が

決議日から６０日とされており、株主会招集通知をされ

ない少数株主にとっては、決議の存在を知らないまま６

０日を経過すると決議の取り消しを主張することが困難

でした。これに対し、改正会社法では、株主会の招集を

通知されなかった株主については「株主会の決議を知っ

た又は知りうべき日」から６０日が期限とされました

（第26条）。 

３．持分の買取請求を通じた投下資本の回収 

少数株主は、会社法上、会社の経営を主導することは

想定されておらず、会社の重要事項を決議する株主会決

議でも、支配株主等の意思が反映されることが多いとい

えます。しかし、いかなる場合であっても支配株主等の

意思に従うことが強制されると、少数株主の正当な利益

を害することになります。 

旧会社法でも、以下のような状況が発生した場合、株

主会の決議に反対する株主は、会社に対して適正な価格

で自らの持分を買い取るよう請求できる権利が認められ

ていました。 

【旧会社法上、買取請求が認められる事由】 

①会社が５年連続で株主に対して利益配当を行わず、

その連続５年間において会社に利益があり、かつ会

社法に定める利益配当条件を満たす場合

②会社を合併若しくは分割し、又は主要財産を譲渡す

る場合

③会社定款に定める営業期間が満了し、又は定款に定

めるその他の解散事由が発生したにも関わらず、株

主会決議が定款修正の決議をして、会社を存続させ

た場合

これら①～③の事由は、主に株主の出資目的を喪失さ

せる事由（①）又は会社の存続又は同一性に関わる事由

（②、③）であり、いずれも株主会の決議を通じて少数

株主の利益が害される状況ではあるものの、その条件を

充足するためのハードルが非常に高いと言わざるを得ま

せん。また実際に少数株主の利益が害されるのは、必ず

しも株主会決議に限られません。

3 
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以上より、改正会社法では、従来の持分買取請求に加

えて、会社の支配株主が株主としての権利を濫用し、会

社又は他の株主の利益に対して重大な損害を与えた場合

においても、その他の株主が会社に対して合理的な価格

でその持分を買い取るよう請求できる権利を新たに規定

しました（第８９条）。 

本条項は、現時点では、具体的な「濫用」、「重大な

損害」、「合理的価格」に関する司法解釈等が出ていま

せんが、支配株主の会社経営により少数株主が損害を被

った場合に検討可能な選択肢が増えたという点では、少

数株主の利益を保護する重要な規定といえます。 

４．支配株主の義務と責任 

上記の通り、今回の改正では、支配株主による地位の

濫用防止という視点が盛り込まれていますが、その濫用

リスクが最も顕著に表れるのは、やはり経営執行の場面

といえます。前回のニュースレターで言及したように、

董事や高級管理職人員については、改正会社法でその忠

実義務及び勤勉義務を明確にしましたが、中国の企業の

中には、オーナー株主が形式的は董事や総経理の役職に

就任しないまま会社の意思決定権を実質的に掌握してい

るケースも少なくありません。

改正会社法では、会社の支配株主や実質的支配者が、

董事に就任しないまま会社の事務を実質的に執行する場

合には、董事と同様の忠実義務及び勤勉義務を負う旨を

明確にしました（第１８０条３項）。また会社の支配株

主や実質的支配者が董事、高級管理職人員に指示をして

会社又は他の株主の利益を害する行為に従事させた場合、

その支配株主や実質的支配者は当該董事や高級管理職人

員と連帯責任を負う旨を新たに明記しました（第１９２

条）。 

これらの条項は、株主の間接有限責任との関係でどの

ような法律構成で、どの程度責任を負うことになるのか、

未確定な部分が多いものの、支配株主が自ら派遣する董

事等を通じて少数株主の利益を害した場合に、当該董事

との連帯責任を追及できる道を開いたものといえます。 

四、最後に 

今回は、日本企業が少数株主として出資した場合を想

定して、会社経営の監視、投下資本の回収、支配株主の

責任追及等の視点から幾つかの会社法上の制度について

解説しました。本稿をもって2024年7月1日から施行され

る中国の改正会社法について、合計5回にわたった連載は

最後となります。もっとも、同法の施行を控えて多くの

企業様が改正会社法の動向を注視しており、今後も様々

な機会で有益な情報発信を出来れば幸いです。 

以上 

 

back to contents  

本ニュースレターの発行元は弁護士法人大江橋法律事務所です。弁護士法人大江橋法律事務所は、1981年に設立された日本の総合法律事務所です。東京、大阪、名古屋、海外は上海にオフィスを構えており、
主に企業法務を中心とした法的サービスを提供しております。本ニュースレターの内容は、一般的な情報提供に止まるものであり、個別具体的なケースに関する法的アドバイスを想定したものではありません。
本ニュースレターの内容につきましては、一切の責任を負わないものとさせて頂きます。法律・裁判例に関する情報及びその対応等については本ニュースレターのみに依拠されるべきでなく、必要に応じて
別途弁護士のアドバイスをお受け頂ければと存じます。

具体的な事案に関するお問い合わせ✉メールアドレス： info_china＠ohebashi.com 
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１. 公平競争審査条例 

2024年5月11日、国務院令第783号として「公平競争審査条例」が

公布され、同年 8月1日より施行される。同条例は、独占禁止法等

の規定に基づき制定されており、今後、中国国内で策定・起案さ

れる事業者のビジネスに関する各種の法令や政策措置等が本条例

等に照らして適法かどうかの審査や確認が行われることになる。

本条例の目的は、国内外の貿易障壁を取り除き、中国の市場に向

かって公平で自由な競争を保証する点にあるとされている。 

本条例の主な内容は以下の5点である。 

（1） 審査範囲の明確化 

行政機関と、法律、法規により権限を付与された公共事務管理

機能を備える組織（あわせて「起案部門」とという。）は、事業

者のビジネス活動に関する法令及び具体的政策措置を起案した場

合、本条例の規定に基づき公平な競争の審査を進めなければなら

ない。 

（2） 関係部門の職責分担 

①国務院は公平な競争審査協調メカニズムを構築し、全国向け

の公平な競争審査業務を統一的に計画、協調、指導する。②県レ

ベル以上の地方人民政府は同地方向けの公平な競争の審査業務メ

カニズムを確立し、健全化する。③国務院市場監督管理部門は公

平な競争審査制度の実施を指導し、関係部門と地方での公平な競

争審査の実施を促す責任を負う。④県レベル以上の地方の市場監

督管理部門は同地方における公平な競争審査制度を組織し実施す

る責任を負う。 

（3） 審査基準の明確化 

政策措置の起案において、①市場参入・撤退の制限、②商品・

要素の自由な流通の制限、③生産事業コストに不当に影響を及ぼ

す内容、④生産事業行為に影響する内容を含んではならない。仮

に起案する政策措置が、競争を排除、制限する効果がある或いは

その可能性がある場合であっても、①国家安全の維持、②科学技

術の進化、国のイノベーション能力の向上、③社会公共の利益な

どを実現する場合に適合し、かつ公平な競争に及ぼす影響がより

小さい代替案がなく、起案機関が合理的な実施期間又は終了条件

を確定できる場合には、かかる政策措置を策定することができる

とされている。 

（4） 審査メカニズムの明確化 

行政部門が策定する政策措置は、起案部門が起案段階において

公平な競争の審査を実施する。複数の部門が共同で策定する政策

措置は、起案作業のリーダーシップを発揮する部門が起案段階で

公平な競争の審査を実施する。県レベル以上の人民政府が策定或

いは当レベルの人民代表大会及びその常務委員会に提出して審議

される政策措置は、当レベルの市場監督管理部門と起案部門が起

案段階で審査を実施する。審査を実施する場合、関係する利害関

係者に意見を聴取しなければならない。一般公衆の利益にかかわ

る場合、一般公衆の意見を聴取しなければならない。政策措置に

公平な競争の審査が実施されていない場合、或いは本条例の規定

に適合しない場合には策定してはならない。 

（5） 監督保障の強化 

市場監督管理部門は、関連政策措置の抜き打ち検査を実施し、

本条例の規定に違反がある場合、起案部門に対し是正を促さなけ

ればならない。本条例の規定に違反した政策措置が発見された場

合、あらゆる団体や個人は市場監督管理部門に対し通報すること

ができる。国務院は定期的に県レベル以上の地方人民政府の公平

な競争の審査業務の情況に対し監督検査を実施する。起案部門が

本条例の規定に基づき公平な競争の審査を実施せず、監督指導さ

れても改善しない場合、その責任者に対する事情聴取をすること

ができる。本条例に基づき公平な競争の審査をせずに、重大な不

当影響を及ぼした場合、起案部門の直接の担当者等に処分を科す

ることが可能である。 

なお、国務院の市場監督管理部門は本条例に基づき公平な競争

の審査に関するより具体的な実施弁法を制定することができると

されている。 

（国務院 2024年5月11日公布、同年8月1日施行） 

2.インターネット上の不正競争防止に関する暫定規定 

国家市場監督管理総局は、5月11日付に「インターネット上の不

正競争防⽌に関する暫定規定」を公布し、同年9月1日から施行さ

れる。本規定は、プラットフォームの責任を強化するとともに、

インターネット上の不正競争行為を全面的に整理するものである。

主なポイントは以下の通りである。 

(1) インターネット環境における模倣混同、商業賄賂、虚偽宣伝、

名誉棄損等、従来の不正競争⾏為の新たな形態を明確にし、サク

１公平競争審査条例  

２インターネット上の不正競争防止に関する暫定規定 

３ 関係品目に対する輸出管制の実施に関する公告 

４ 工業及び情報化分野におけるデータセキュリティリスク評価実施細則 

新 法 紹 介 
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ラ行為（ECのシステムを利用して、架空の注文を行って購入記録

を作成し、架空の取引を評価し、優良店舗であると宣伝して消費

者を誤解させて商品を買わせる行為）、高評価への現金の返還

（ポジティブな口コミ評価を書くことでキャッシュバックを与え

る行為）等の行為の取り締まりを行う。 

(2) 不正競争防止法に基づき規制されるインターネット上の不正競

争行為について細分化し、アクセス数の横取り、悪意ある妨害、

悪いある互換性妨害の表現形式及び認定要素を列挙した。 

(3) 違法なデータ取得等の新たなオンライン不正競争⾏為を列挙し

ている。新たな問題や新たな⾏動に対する規制基盤を提供する安

全な条件を設定し、その他の事業者が合法的に販売するインター

ネット商品や提供するサービスを妨害・破壊する行為を判断する

ために包括的な判断基準が列挙されている。 

プラットフォーム内での競争行為の標準化された管理が強化さ

れ、プラットフォーム事業者がデータアルゴリズムの濫用により

競争の優位性を獲得するなどの問題を規制するよう促している。 

本規定に違反した場合の責任は、事業主が市場支配的地位を濫

用し、インターネット上の競争行為を排除もしくは競争制限を制

限した場合、独占禁止法に従い処理されることを明確にし、各種

類のインターネット上の不正競争行為と案件に関わるデータ及び

関連資料を偽造・破棄する行為等に対して不正競争防止法に従い

処理すること等も明確にしている。 

（国家市場監督管理総局 2024年5月11日公布、同年9月1日施行） 

3．関係品目に対する輸出管制の実施に関する公告 

商務部、税関総署及び中央軍事委員会装備発展部の3つの部門は、

2024年5月30日、関係品目に対する輸出管制の実施に関する公告を

共同で発表し、同年7月1日より施行されることとなった。本公告

では、2024年7月1日以降、次のような品目を許可なく輸出してはな

らないとされている。 

(1) 航空宇宙構造部品およびエンジン製造関連設備、ソフトウェア

および技術 

(2) ガスタービンエンジン／ガスタービン製造関連設備とソフトウ

ェア、技術 

(3) 宇宙服バイザー関連の機器、ソフトウェア、技術 

(4) 超高分子量ポリエチレン繊維関連品目 

（商務部等の3部門 2024年5月30日公布、同年7月1日施行） 

4．工業及び情報化分野におけるデータセキュリティリスク評価実

施細則 

工業及び情報化部は、2024年5月24日、「工業及び情報化分野に

おけるデータセキュリティリスク評価実施細則」を公布し、同年6

月1日より施行される。その主な内容は以下の通りである。 

適用範囲について、本細則は、中国国内における工業・情報化

分野の重要データ及びコアデータ取扱者による取扱活動に対する

データセキュリティリスク評価に対して適用される。 一般データ

取扱者のデータ取扱活動に対するデータセキュリティリスク評価

は、本細則に照らし実施することができる。 軍事、国家秘密情報

などのデータ取扱活動は、国の関係規定に従い実施する。 

次に、評価内容について、重要データ及びコアデータの取扱者

は、関係規定に従い、データ取扱活動の目的及び方式、業務場面、

安全保障措置、リスク影響などの要素を対象に、データセキュリ

ティリスク評価を行う。 本規定において、「データ取扱の目的、

方式、範囲は、合法、正当、必要であるか」等の8 つの重点評価項

目が明確にされている。 

 重要データ及びコアデータの取扱者は毎年少なくとも 1 回、「デ

ータセキュリティリスク評価」を実施しなければならない。評価

結果の有効期間は、評価報告の初回の発行日から起算して1 年間と

される。 有効期間内に、「横断的提供、委託処理、コアデータの

移転」など 5 つの状況が発生した場合、重要データ及びコアデータ

取扱者は、変更が生じた及びそれによる影響を受けた部分に対す

るリスク評価を速やかに実施しなければならない。 

最後に評価の方法について、本細則では重要データ及びコアデ

ータ取扱者が独自に行う又は工業・情報化データセキュリティ対

応能力を有する第三者評価機関に委託して評価を行うことができ

るとされている。 

（工業及び情報化部2024年5月24日公布、同年6月1日施行） 
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      弁護士法人大江橋法律事務所 

      弁護士 竹 田  昌 史 

 
 

先日、今の中国らしい出来事に遭遇したので少しご紹

介します。週末のお昼に自宅で食事を作ろうと思い、自

分の携帯に入れている日用品買い物アプリで野菜を買お

うとしたところ、キュウリが１キロ・５元（日本円で約

１１０円）、ニンジンが６００グラム・３元（日本円で

約６０円強）で売っていました。値段の安さもさること

ながら、購入する商品を選択して決済ボタンをクリック

すると、自動的に中国お馴染みのアリペイやWechatとい

った決済アプリに移動し、決済方法を選択して支払いを

済ませれば、五分とかからず買い物が終了します。商品

は配達員が自宅ドアまで届けてくれるうえ、携帯の画面

には地図アプリで配達員の位置情報と予想配達時間が表

示されるので、こちらは画面で配送状況を見ながら食事

の準備ができます。 

商品が届いて食事の準備をしていると、携帯アプリに

メッセージが届いたので画面を見てみると、なんと配達

されたキュウリの重さが１６３グラム、ニンジンが２６

グラム、当初の画面表示の重量より軽いということで決

済アプリに返金されたうえ、次回の買い物で使える特典

チケットが送られているのです。日本の感覚でいうと、

スーパーで買い物をした時にお釣りを返してもらう感覚

に似ていますが、１グラム単位まで表示重量との差額を

返金してもらえるとは、「皆さんそんなに几帳面でした

か？」と今の中国のデジタル社会ぶりに思わず感心して

しまいました。因みに、自分が受け取った商品に傷があ

った場合は、中国の法律でも７日以内に返品、交換等が

できますので、携帯で商品の写真を撮影してアプリにア

ップロードするとすぐに新しい商品を届けてくれるの

で、アフターサービスも行き届いています。 

もっとも、１４億人の中国人全員が買い物アプリを使

って毎日の食材を買っているわけではありません。私の

マンションから歩いて５分ほど行った路地には比較的大

きい食料品市場があり、そこでは、昔ながらの中国での

買い物の風景を見ることができます。例えば、ニンジン

を買う際にも、お店の人とおしゃべりをしながら１本単

位で買うことができ、ついでに玉ねぎを合わせて買う

と、お店の人から薬味の細ねぎをサービスしてもらうと

いった具合です。こういった食料品市場は、上海市市街

の中でも外国人が住む地域では少なくなっていますが、

地元の中国人の人達が住む地域では今も多く残っていま

す。土曜日の午前中などに、多くの年配の人達がビニー

ル袋に野菜を詰めて歩いている姿を見かけると、たいて

い近くに食料品市場があります。 

中国でこれだけ買い物アプリが普及しサービスも充実

しているのは、実際には配達員の安い人件費に支えられ

ているという背景事情がありますが、中国の今のデジタ

ル社会と昔の懐かしい風景を同時に垣間見ることができ

るのはとても興味深いです。 
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